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支給対象職員１人当り�
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職員全体に占める手当�
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（注）人件費には、一般職の給与の他、市長、議員等の特別職に支給される給料、報酬等を含んでいます。�

（注）１．給与費は、当初予算に計上された一般職（教育長を含む）の職員にかかる金額です。�
　　２．職員手当には、退職手当を含んでいません。�

（注）１．市の給与条例に基づく給料表の職務の級区分による職員数です。�
　　　２．標準的な職務内容とは、それぞれの職務の級に該当する代表的な職名です。�

（注）１．職員数は、臨時又は非常勤職員を除いた職員数です。なお、休職者、派遣職員を含んでいます。�
　　２．職員数の適正化については、平成９年度から13年度にかけて、5％(27人)の削減に努めています。�
�
�

●人件費の状況（一般会計決算）�

●職員給与費の状況（一般会計予算）�

●職員の平均給料月額、平均年齢の状況（平成13年４月１日現在）�

●職員の初任給の状況（平成13年4月1日現在）�

●職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成13年４月１日現在）�

●一般行政職の級別職員数の状況（平成13年4月1日現在）�

●調整手当� ●時間外勤務手当�

●特殊勤務手当�

●期末・勤勉手当�

●職員数の状況（各年４月１日現在）�

�

●退職手当の状況（平成13年４月１日現在）�

●扶養・住居・通勤手当（平成13年４月１日現在）� ●特別職の報酬等の状況�
　　　　　（平成13年４月１日現在）�
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■職員手当の状況（平成13年４月１日現在）�

（単位：△減、人）�
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12
　
年
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53,139人� 14,544,745千円�4,509,262千円� 31％� 29.6％�

415人�1,743,372千円�372,977千円�825,286千円�2,941,635千円�7,088千円�

380,795円�

329,470円�

46.1歳�

40.2歳�

327,757円�

290,508円�

46.2歳�

48.7歳�

174,800円�
146,500円�

188,900円�
157,700円�

174,400円�
141,900円�

188,900円�
151,800円�

269,100円�
227,600円�

310,800円�
269,100円�

359,600円�
318,300円�

12人�
5.1％�
5.5％�
3.7％�

 25人�
10.7％�
10.1％�
9.2％�

 8人�
3.4％�
3.4％�
2.1％�

 99人�
42.1％�
39.7％�
24.8％�

 29人�
12.3％�
15.2％�
20.8％�

 50人�
21.3％�
19.8％�
16.5％�

 8人�
3.4％�
4.2％�
 11.9％�

 4人�
1.7％�
0.8％�
9.2％�

0人�
0％�
1.3％�
1.8％�

235人�
100％�
100％�
100％�

 9％�
全職員�
 3％�
�378,710円�

 93,803千円�

229,347円�

23.3％�

45,695円�

14

清掃特殊勤務手当�
消防特殊勤務手当�

期末手当　勤勉手当�

職制上の段階、職務の級等による加算措置　有�

国の制度と異なる内容（なし）�

�

自　己　都　合� 勧　奨・定　年�
　21.0　月分�
　33.75 月分�
　47.5　月分�
　60.0　月分�
　　 20年以上１号給　　25年以上２号給�
定年前早期退職特例措置　２％～20％　加算�
　　　　　　　 な　　　し�
　　 （平均勤続年数22年）1,549万円�
�

28.875月分�
44.55 月分�
62.7　月分�
62.7　月分�

�

自　己　都　合� 勧　奨・定　年�

向日市と同じ� 向日市と同じ�

定年前早期退職特例措置　２％～20％　加算�
� 20年以上　１号俸�

874,000円�
722,000円�
651,000円�
651,000円�
651,000円�

475,000円�
440,000円�
400,000円�

　国の制度と異なる内容（なし）�

｛�
・配偶者扶養の場合　　6,000円�
・配偶者非扶養の場合　6,500円�
・配偶者なしの場合     11,000円�

・配偶者…16,000円�
�
・扶養１人目�
�
・扶養２人目…6,000円�
・その他扶養…3,000円�
・満16歳の年度初めから満22歳年度末までの子１人につき、5,000円加算�

　（借家・借間）�
・家賃12,000円以上の者に支給�
　最高支給額…27,000円�
�　（持　　　家）�
・世帯主職員－新築、購入後5年経過するまで…3,000円�
　　　　　　－新築、購入5年経過後　　　　…2,300円�
・非世帯主職員－1,000円　　　�

　国の制度と異なる内容（持家）�

　（交通機関利用者）�
・運賃額 45,000円以下　…全額支給�
　　　　 45,000円超える…45,000円にそ�
　　　　 れを超える額の1/2を加算�
　　　　 （最高支給額 50,000円）�

　国の制度と異なる内容（なし）�

　（交通用具使用者）�
・２km未満　　…1,000円�
・２～５km未満…2,500円�
・５～10km未満…4,100円�
・10km以上…５km増すごとに2,400円加算�
・40km以上…20,900円（最高支給額）�

　国の制度と異なる内容（５km未満）�
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57�
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7�
80�
20�
1�
5�
3�
22�
141�
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区分� 内　　　　容�

市　長�
助　役�
収入役�
水道事業管理者�
教育長�

職 員 手 当� 期末・勤勉手当�給   料�

（注）経験年数とは、職員として在職した期間をいいますが、学校卒業後、職員として採用されるまでの間に、民間企業等に
勤務した経験のある場合には、その期間を職務に役立つ度合に応じて換算した期間を含めた期間となります。�

9 級 �8 級 �7 級 �6 級 �5 級 �4 級 �3 級 �2 級 �1 級 �

（支給割合）�
�

６月期�
12月期�
３月期�
計�

1.45月分�
1.60月分�
0.55月分�
3.60月分�

0.6月分�
0.55月分�

�
1.15月分�

平成11年度�平成12年度� 平成13年度�平成11年度�平成12年度�

６月期�
12月期�
３月期�
計�

1.45月分�
1.60月分�
0.55月分�
3.60月分�

（職制等による加算措置有）�

（支給割合）�

�

６月期�
12月期�
３月期�
計�

1.45月分�
1.60月分�
0.55月分�
3.60月分�

（職制等による加算措置有）�

（支給割合）�

�

（注）特別職の給料・報酬等は、市民の代表で構
成される「特別職員報酬等審議会」の答申を基に、
市議会で議決される「条例」で定めています。�
　なお、この条例では、市長、助役、収入役の給料
月額は、市長920千円、助役760千円、収入役・水
道事業管理者・教育長685千円となっていますが、
当分の間5％の減額措置が講じられています。�

（注）１．退職手当の支給に関しては、本市を含む府下２市31町村24一部事務組合で組織する「京都府市町村職
員退職手当組合」に加入しています。�

２．「勧奨」とは、定年退職（60歳）前の高齢職員に対し、職員の新陳代謝の促進や人事の刷新を図るため、退
職手当の割増をして退職を促すものです。�

３．１人平均支給額は、12年度に退職した全職員に支給された退職手当の平均支給額です。�

　文化資料館では、寄贈を受けた昔の生産・生活
の道具を、幅広く活用するため、整理を行ってい
ます。その一部を紹介するとともに、郷土玩具コ
レクションのなかから、今年の干支である午(うま)
をモチーフにしたものを展示します。�

文化資料館ミニ展示�

「くらしの道具展」�

開催中（2/24（日）まで）�
午前10：00～午後6：00（入館は5：30まで）�

●お問い合わせ　文化資料館1931‐1182

ちょっとだけ干支（午）の郷土玩具もあります�
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